
様式第9号(第6条第6項関係)

弘大総　第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

(開示請求者)　　様

国立大学法人弘前大学長　　　　　　　　　　印

保有個人情報の開示をする旨の決定について(通知)

令和　年　月　日付けで開示請求のあった保有個人情報については，個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)第82条第1項の規定に基づき，下記のとおり，開示することに決定したので通知します。

記

1　開示する保有個人情報(全部開示・部分開示)

	


2　不開示とした部分とその理由

	


※　部分開示とした決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成26年法律第68号）第2条の規定により，この決定があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内に，国立大学法人弘前大学長に対して審査請求をすることができます（正当な理由があるときは，3か月以内に限りません。）。なお，決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります（ただし，正当な理由があるときは，この限りではありません。）。
また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定により，この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人弘前大学を被告として，裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（正当な理由があるときは，6ヶ月以内に限りません。）。なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります（ただし，正当な理由があるときはこの限りではありません。）。
3　開示する保有個人情報の利用目的

	


4　開示の実施の方法等(裏面(又は同封)の説明事項をお読みください。)

	(1)開示の実施の方法等
(2)本学における開示を実施することができる日時，場所
期間：月日から月日まで(土・日曜，祝祭日を除く。)
時間：
場所：
(3)写しの送付を希望する場合の準備日数，送付に要する費用(見込み額)


＜本件連絡先＞　　　　
国立大学法人弘前大学総務部総務企画課　　
○○グループ(担当：　　　　　)　　　　
電話：　　　　
FAX：　　　　
e-mail：　　　　
(説明)

1　「開示の実施の方法等」

開示の実施の方法等については，この通知書を受け取った日から30日以内に，同封した「保有個人情報開示実施申出書」により開示の実施の申出を行ってください。

開示の実施の方法は，通知書の4(1)「開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に選択できます。

本学における開示の実施を選択される場合は，通知書の4(2)「本学における開示を実施することができる日時，場所」に記載されている日時から，希望の日時を選択してください。記載された日時に都合がよいものがない場合は，「本件連絡先」に記載した担当まで連絡してください。なお，開示の実施の準備を行う必要がありますので，「保有個人情報開示実施申出書」は開示を受ける希望日の○日前には当方に届くように提出願います。

また，写しの送付を希望される場合は，「保有個人情報開示実施申出書」によりその旨を申し出てください。なお，この場合は，別途，送付に要する費用負担が必要となります。

2　不開示部分に係る審査請求等

開示しないこととされた部分について，不服がある場合には，行政不服審査法(平成26年法律第68号)第2条の規定により，この決定があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内に，国立大学法人弘前大学長に対し審査請求をすることができます。

3　開示の実施について

(1)　本学における開示の実施を選択され，その旨「保有個人情報開示実施申出書」により申し出られた場合は，開示を受ける当日，本学に来られる際に，本通知書をお持ちください。
(2)　写しの送付を希望された場合は，「保有個人情報開示実施申出書」に併せて，お知らせした送付に要する費用を郵便切手で送付してください。

4　本件連絡先

開示の実施方法等，審査請求の方法等についてご不明な点がありましたら，本欄に記載した担当までお問い合わせください。
(様式第9号関係)

開示決定通知書の記載要領

1　「開示する保有個人情報(全部開示・部分開示)」

保有個人情報が全部開示されるのか，部分開示されるのかについて該当する箇所に○をする。

開示する保有個人情報については「保有個人情報開示請求書」に記載された「開示請求に係る保有個人情報の名称等」のより特定し，開示決定(部分開示を含む。)を行った保有個人情報の名称等を正確に記載する。

2　「不開示とした部分とその理由」

保有個人情報の一部を不開示(部分開示)とする場合は，不開示とした部分とその理由を，できる限り具体的に記載する。

また，当該一部不開示の決定は，行政不服審査法による審査請求の対象となるので，その旨教示する。

保有個人情報を全部開示する場合は「無し」と明記する。なお，この場合は，審査請求に関する教示事項は不要である。

3　「開示する保有個人情報の利用目的」

法第17条第1項の規定に基づき特定した利用目的を記載する。なお，法第18条第3項各号に該当するため利用目的を記載できない場合には，本欄にその旨を記載する。

4　「開示の実施の方法等」

(1)　開示の実施の方法

開示決定した保有個人情報について，実施することができる「開示の実施の方法」等をすべて記載するが，開示請求書において開示の実施の方法等に関する希望が記載されているか否か，その記載された方法による実施が可能か否かにより，記載内容を変えて記載する。

＜記載例＞

ア　開示請求書に希望する開示の実施方法等記載されていない場合

	(1)　開示の実施方法等

下表に記載した開示の実施の方法の中から，希望する方法を選択して申し出てください。

	
	開示の実施の方法
	
	

	
	①本学における開示
	閲覧，複写機により複写したものの交付
	

	
	②写しの送付の方法
	準備に要する日数　　日 ，送付に要する費用￥　　　　　
	

	


(注)　本学における開示，写しの送付による方法について，電磁的記録されているものの開示方法については，本学において，情報化の進展状況を勘案して可能な方法を記載する。

イ　開示請求書において希望する実施方法等により開示ができる場合

	(1)　開示の実施方法等

保有個人情報開示請求書において希望された開示の実施の方法等により，開示を実施できます。この場合には，開示の実施の方法等の申出の必要はありません。
＜実施の方法＞閲覧＜実施の日時＞　月　日午後


	なお，下表に記載した方法のうち保有個人情報開示請求書において希望された開示の実施方法と異なる方法，(2)に記載された日時のうち都合の良い日を選択することもできます。

この場合には，希望する開示の実施の方法等を選択して申し出てください。

	
	開示の実施の方法
	
	

	
	①本学における開示
	閲覧，複写機により複写したものの交付
	

	
	②写しの送付の方法
	準備に要する日数　　日，送付に要する費用￥　　　　
	

	


ウ　開示請求書において希望した開示の実施の方法による開示の実施ができるが，希望日での実施ができない場合

	(1)　開示の実施方法

開示請求書において希望された開示の実施の方法により開示を実施できますが，ご希望の日に実施することはできません。「(2)本学における開示を実施することができる日時，場所」に記載された日時から，都合のよい日を選択して申し出てください。

＜実施の方法＞閲覧＜希望された実施の日時＞　月　日午後

＜実施できない理由＞今後，開示の実施の方法等に係る申出等の手続が必要であり，　月　日には間に合わないため。

なお，開示の実施の方法についても，下表に記載された方法のうち保有個人情報開示請求書において希望された開示の実施の方法と異なる方法を選択することもできます。

	
	開示の実施の方法
	
	

	
	①本学における開示
	閲覧，複写機により複写したものの交付
	

	
	②写しの送付の方法
	準備に要する日数　　日，送付に要する費用￥　　　　
	

	


(2)　本学における開示を実施することができる日時，場所

日時については，開示を受ける者の申出期間を考慮するなど，適切に設定する。

場所については，情報公開室，住所等を明確に記載する。

	(2)　本学における開示を実施することができる日時，場所
日時：　月　日から　月　日まで(土・日曜日，祝祭日を除く。)
8:30～17:15まで(昼休み12:00～13:00を除く。)
場所：弘前大学事務局1階情報公開室　弘前市文京町1


(3)　写しの送付を希望する場合の準備日数，送付に要する費用(見込み額)

写しの送付を行う場合の準備日数を，例えば「開示の実施の方法等に係る申出書の提出があった日から○日後までに発送」のように，開示請求者に送付される時期の目途が分かるように記載する。

送付に要する費用(見込み額)については，自己を本人とする保有個人情報が記録されている法人文書の写しを送付する場合の送付に要する費用(見込み額)を記載する。なお，法人文書の写しの送付に要する費用の納付については，開示請求者が，郵便切手を本学に送付する方法により行う。
